
山元町住宅耐震化緊急促進アクションプログラム 

目的 建築物の所有者に対して、耐震化に関する意識の啓発や情報提供を行うことで、住宅の耐震化をさらに促進する。 

位置付け 平成３１年度より山元町耐震改修促進計画内において本アクションプログラムを位置付ける。 

対象建築物 町内に存在し、昭和５６年５月３１日以前に新築工事に着手した木造住宅を対象とする。 

計画期間 平成３０年度から平成３３年度までとする。ただし、社会経済状況や関連計画の策定、本アクションプログラムの進捗状況等に適切に対

応するため、必要に応じ検証し、見直し等を行う。 

取組内容 １ 対象建築物所有者への直接的な啓発 

 ・平成３３年度までに対象建築物所有者に、ダイレクトメール送付等により、耐震化を促す。 

・耐震診断を実施し耐震性がないと診断された住宅所有者に対し、改修費用の目安を提示する。 

・耐震診断を実施し耐震性がないと診断され、一定期間経過しても耐震改修を行なっていない住宅所有者に対し、戸別訪問等により

耐震化を促す。 

２ 広く一般に向けた啓発 

 ・広報等で耐震改修の必要性について周知する。 

 ・山元町の補助内容等を記載したパンフレット等を作成・配布する。 

３ 情報提供窓口等の整備 

 ・山元町役場において、耐震に関するブース展示等を行う。 

 ・宮城県と連携し、住民に耐震改修事業者リスト等の情報を提供する一元窓口を設置する。 

４ 改修事業者の技術力向上 

 ・宮城県と連携し、耐震改修事業者等を対象とした耐震改修技術力の向上を図る説明会等を開催する。 

実績等の公表 山元町ホームページで本アクションプログラムと毎年の取組実績及び下記項目の実績件数を公表する。 

実績 

年  度 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 計 

耐震診断件数 7 3 1 1 3 4 5 1 0 1 2 2 0     30 

改修補助件数 - - - 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0     1 

戸別訪問件数 - - - - - - - - - - - - 4     4 

ＤＭ送付件数 - - - - - - - - - - - - -     - 

 


